
群馬労働局の取組 トピックス
（両立支援等助成金、働き方改革推進支援助成金）

発信者 雇用環境・均等室

〇群馬労働局の取組をトピックスで紹介します。お役立ち情報を載せていますので、ぜひ貴法人・機関、会員の
皆様にもご活用いただけるようお願いいたします。この情報は群馬労働局HP（新着情報）にも掲載しています。

〇ご不明な点は、雇用環境・均等室までお問い合わせください。（027-896-4739）

厚生労働省 群馬労働局 雇用環境・均等室

① 「両立支援等助成金 育児休業等支援コース（新型コロナウイルス感染症対応特例）」について！

本助成金は、新型コロナウイルス感染症への対応として、臨時休
業等をした小学校等に通う子どもの世話を行う労働者に対し、有給
（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く）を
取得させた事業主が対象となります。

【助成額】
労働者1人あたり5万円
1事業主につき10人まで（上限50万円）

【主な支給要件】
１ 次のどちらも実施されていること
①小学校等（小学校、保育園、幼稚園など）が臨時休業等にな
った場合及び子どもが新型コロナウイルス感染症に感染した
又はその恐れがある等の場合に、子どもの世話を行う必要が
ある労働者が、特別有給休暇（賃金が全額支払われるもの）
を取得できる制度の規定化。

②小学校等が臨時休業等した場合でも勤務できる両立支援の仕
組みとして、次のいずれかの社内周知。
・テレワーク勤務
・短時間勤務制度
・フレックスタイムの制度
・始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度（時差
出勤の制度）

・ベビーシッター費用補助制度 等

２ 労働者一人につき、上記１の①に定めた特別有給休暇を4時間以上取得したこと。

※支給要件や申請に必要な書類等詳細な内容については、厚生労働省ホームページをご確認ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_20699.html

【関連制度】
「働き方改革推進支援助成金 労働時間短縮・年休促進支援コース」（申請期限：令和3年11月30日）
新型コロナウイルス感染症対応のための特別休暇制度の導入も支給対象となります。
詳しい支給要件や手続き等については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

【申請先・問い合わせ先】
群馬労働局雇用環境・均等室 〒371－8567 前橋市大手町2－3－1 前橋地方合同庁舎8階
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② 「両立支援等助成金 不妊治療両立支援コース」 について！

＜群馬労働局の取組 トピックスコーナー＞

https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/koyou_kintou/topics.html

トピックスのバックナンバー
はHPを見てね！

【助成内容】
不妊治療のために利用可能な以下の休暇制度・両立支援制度を導入し、利用
しやすい環境整備に取り組み、対象労働者に制度を利用させた中小企業事業
主を支援します。
・不妊治療のための休暇制度 ・所定外労働の制限制度
・時差出勤制度 ・短時間勤務制度 ・フレックスタイム制
・テレワーク

【支給要件】
次の全ての条件を満たすことが必要です。
(１)不妊治療と仕事の両立のための社内ニーズ調査の実施
(２)整備した上記制度について、就業規則等への規定及び周知
(３)不妊治療を行う労働者の相談対応等を行う担当者の選任
(４)不妊治療を行う労働者のため、不妊治療両立支援プランを策定

※詳細は厚生労働省ホームページをご参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14408.html

「両立支援等助成金 育児休業等支援コース（新型コロナウイルス感染症対応
特例）」及び「両立支援等助成金 不妊治療両立支援コース」に関連する助成
成金となります。

【助成内容】
生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備
に取り組む中小企業事業主を支援します。設定する成果目標として、不妊治
療のための休暇制度の導入も対象となっています。

【支給対象となる取組】
・労務管理担当者に対する研修 ・労働者に対する研修、周知・啓発
・外部専門家によるコンサルティング ・就業規則等の作成
・人材確保に向けた取組 ・労務管理用ソフトウェア等の導入
・労働能率の増進に資する設備等の導入

【成果目標】
・全ての対象事業場において、月60時間を超える36協定の時間外・休日労
働時間数を縮減させる。

・交付要綱で規定する特別休暇（病気休暇、教育訓練休暇、ボランティア休
暇、新型コロナウイルス感染症対応のための休暇、不妊治療のための休
暇）のいずれか１つを、全ての対象事業場に新たに導入すること。

※詳細は厚生労働省ホームページをご参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html

③ 「働き方改革推進支援助成金 労働時間短縮・年休促進支援コース」 について！


